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（１）は，「2018-2019 年度 EDU-Port 公認プロジェクト」として採択され，（２）は
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えた改革の指針として，2015 年には「教員政策行動計画（TPAP: Teacher Policy Action Plan）」
を，2016 年には「一般教育と技術教育のカリキュラム・フレームワーク（Curriculum 





























2019 年度の EDU-Port 応援プロジェクトでは，持続可能な人財育成に資する社会科教科
書編集・出版マニュアルの開発のために，カンボジア唯一の教科書出版会社 PDH
































東京書籍での研修風景  開発されたマニュアル 
 
（２）教師教育者育成のための授業研究 













研究授業の指導助言に対する研修風景    事業完了式典 
 
３．プロジェクトの成果
「日本型教育」の視点を活かし，カンボジアにおいて「教科書の開発・編集・活用シス
テム」の構築を支援する本プロジェクトの意義は，日本型教育をカンボジア型へと現地化
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していくプロセスに明確に表れている。教科書会社 PDH は，編集・出版実務を改善するた
めにカリキュラム・教科書開発者と９つの新教科書モデル単元について議論を重ねて，日
本型社会科教科書のデザイン原則の現地化を推進した。また，プノンペン教員養成大学と
附属学校は，新カリキュラムの理念や目標を学校現場で実現するために，カリキュラム・
教科書開発者とともに新教科書モデル単元を活用した授業研究を実施した。少なくとも新
カリキュラムの導入と実施という文脈では，授業研究の運営や指導助言をカンボジア側主
体で行うための基盤が構築された。 
本プロジェクトで構築されたカリキュラム・教科書開発，教科書編集出版，教師教育を
つなぐネットワークと共働を可能とするマニュアルは，カンボジア教育省の承認を受けて，
今後に全国レベルや地方レベルの教職員研修に活用されることになっている。 
（桑山尚司＊） 
 
Ⅳ まとめ
１．日本型教育の海外展開
本稿で報告した広島大学を拠点とした「日本型教育の海外展開推進事業」には，大きく
２つの意義がある。 
第１に，日本型教育を海外展開する理論的な基盤を提起できた点である。ペルーとカン
ボジア，いずれのプロジェクトにおいても，日本から海外への直接的な技術移転モデルは
採用しなかった。あくまで現地の教育従事者を事業実施のエージェントと見なし，各国の
文脈と関心に応じた「授業研究」の展開と「教科書・教材」の編集の支援を目的としてい
た。ペルー・プロジェクトでは，それを「ペルー型」と表現し，カンボジア・プロジェク
トでは「現地化」と称していた。いずれの取組でも，教育協力の名の下でのコロニアリズ
ムに陥らないように，現地専門家の主体性を尊重し，システムの持続的発展を追究してい
た点では共通する。どちらかというと文脈依存性が小さい医療や工業等の分野とは異なり，
各地域の社会的・文化的な文脈に埋め込まれた教育分野で国際協力を進めるとき，このよ
うなアプローチは避けて通れない。 
今年度の両プロジェクトでは，はじめからこの点が意識されていた。すなわち，広島大
学で確立されてきた教科教育学等の理論や技術を提供しつつも，それは参照枠やツールの
１つとして扱われること，むしろ現地専門家の手で読み替えられ，発信されることを期待
していた点は特筆される。引き続き同様のプロジェクトを継続することで，日本型教育の
自立的な再構築を支援する国際教育協力モデルの提案に結び付けたい。 
 
２．プラットフォーム
第２は，教科横断的国際教育協力プラットフォームの必要性と可能性を提起できた点で
ある。日本型教育の海外展開を進めるには，多様な教育主体の連携体制が求められる。教
育委員会，教育センター，教育政策研究所，各種学校，教科書出版社等が培う人材と知見
をコーディネートし，教育プログラム化する上で，学術機関の大学は一定の役割を果たし
得る。とくに海外からの研修生受入に際しては，経理やロジから教育プログラムの策定，
広報までをワンストップで提供することが期待されるが，今年度はその任を教育ヴィジョ
ン研究センター（EVRI）が試行的に担うことができた。 
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今後は，体育科や社会科に限定されることなく，教科横断的に「授業研究」や「教科書・
教材」を学ぶことのできる標準的な教育プログラムを開発し，またそれを相手側のニーズ
に応じてカスタマイズして提供できるシステムの構築が待たれる。今年度の両プロジェク
トでは，それに向けた萌芽的な活動例や教材等を蓄積できたのではないか。引き続き今年
度の経験を踏まえ，EVRI を拠点としたプラットフォームの拡充をはかりたい。 
（草原和博＊・桑山尚司＊） 
― 37―
